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1. はじめに 

 今後、発展途上国の大都市では経済成長による平

均所得の上昇に伴い自動車保有率の上昇が予想され

る。自動車保有率の上昇は渋滞による経済損失や、

局地大気汚染、温暖化ガスの排出による環境負荷の

増大といった問題を引き起こす。これは、持続可能

な成長を阻害することになる。 

 また、所得格差が存在する中での自動車保有率の

増大は、自動車を所有できる層とできない層を生み

出し、モビリティディバイドが発生することが懸念

される。このことは新たな格差を助長する可能性が

あるため、途上国における今後の交通計画において

は、モビリティディバイドを防ぎ、所得階層、年齢

など社会集団ごとの需要の違いを考慮した計画が必

要となる。 

途上国において持続可能な経済成長を続けるため

には、経済、環境、公平性の 3 つの視点から、都市

計画、交通計画を実施していく必要があるが、既往

研究においては、そもそも途上国大都市を対象とし

たものが少なく、先進国大都市を対象とした研究に

おいても、既に実施された計画の評価は行われてい

るものの、今後の方向性を示すようなものは少ない。 

そこで本研究では、途上国大都市であるインド・

バンガロール市を対象として、モビリティディバイ

ドが都市生活に及ぼす影響を分析し、所得ごとの交

通利便性に対する価値観の調査を行うことによって、

今後の持続可能な土地利用交通計画立案のための基

本的な知見を得ることを目的とする。 

 

2. 都市の持続可能性を表現する概念 

図-1 にモビリティディバイドが都市に与える影

響を概念的に整理したものを示す。 

この図において、「経済」とは経済成長を示し、「環

境」とは生活に直接関わる局地環境を主に示す。「公

平性」とは都市・郊外を問わず、最低水準の都市施

設の恩恵を受けられることと定義している。 

 

3. アンケート調査の概要と結果 

3.1 アンケートの概要 

モビリティディバイドと公平性との関係を表すた

めには、所得格差からの自家用車保有の有無と、施

設の立地や公共交通の整備の差によるアクセシビリ

ティの格差を表す必要がある。そこで、本研究では

生活環境質に関するアンケート調査を実施し、個人

レベルでの生活環境においてアクセシビリティをど

の程度重視しているかについて調査した。 

アンケートは、社会集団による交通利便性に対す

る価値観の違いを明らかにするためにバンガロール

市内の 8 地区で合計 215 人に対して行った。 

 

3.2 アンケートの結果 

表-1 にアンケート回答者の属性と属性別標本数

を示す。 

 回答者の属性は、性別では、男性がほぼすべてを

占め、年齢では 20 代が 7 割を占めている。職業では
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図-1 都市の持続可能性についての概念 

 

表-1 属性別の標本数 

 性別 標本数 年齢 標本数 職業 標本数 所得 標本数
男性 209 20-29 152 学生 90 10,000Rs.以下 64
女性 6 30-39 39 従業者 74 10,001-30,000Rs. 129

40-59 21 個人業 33 30,001Rs.以上 22
60-69 3 無職 7

退職者 11  
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学生が 4 割と最も多く、次いで、従業者が 3 割を占

めている。 

図-2、図-3 にアンケートから得られた属性別の交

通利便性に対する需要を示す。 

図-2 から、高所得者層ほど就業目的の交通利便性

に対する需要が高いことが分かる。教育目的がすべ

ての所得階層で高い割合を占めているが、これは表

-1 に示した通り、アンケートの回答者に学生が多か

ったため、このような結果になったと考えられる。 

図-3 では交通需要は、学生では教育目的、従業者

では就業目的と、職業を反映した需要となっている。

自営業は従業者よりも就業目的の交通利便性に対す

る需要が高いことが分かる。この理由として、バン

ガロールに立地する多くの企業では、社員に通勤用

のバスや車を提供しているため、従業者は比較的通

勤手段が充実しているのに対し、自営業の場合、自

分で通勤手段を確保しなければならないためである

と考えられる。 

次に、所得階層別の自家用車保有率を示したもの

が図-4 である。この図から、すべての所得階層で自

動二輪車が主要な移動手段となっていることが分か

る。また、低所得者層ほど「保有なし」との回答が

多く、所得格差が自家用車保有率に大きな影響を及

ぼしていることが見て取れる。このため、所得格差

がモビリティディバイドの原因となっていることが

予想される。 

 

4. まとめと今後の予定 

 本研究では、インド・バンガロール市において、

生活環境質に関するアンケート調査を実施し、個人

レベルでの生活環境においてアクセシビリティをど

の程度重視しているかについて調査した。その結果、

1)高所得者層ほど就業目的の交通利便性に対する需

要が高いこと、2) 自営業は従業者よりも就業目的の

交通利便性に対する需要が高いことが、それぞれ明

らかとなった。また、所得階層別の自家用車保有率

の調査から、低所得者層ほど自家用車保有率が低い

ことが明らかとなり、モビリティディバイドの原因

となっている恐れがあることが分かった。 

今後は、アンケート結果の分析を進め、モビリテ

ィディバイドと所得格差の関係をさらに明らかにし

ていくことを予定している。 
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図-2 交通利便性に対する需要（所得階層別） 
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図-3 交通利便性に対する需要（職業別） 
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図-4 所得別自家用車保有率 

土木学会中部支部研究発表会 (2008.3)IV-030

-326-


